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研究成果の概要（和文）：本研究では，日本酒の開発，生産から販売そして消費までの間でおこなわれる一連の
情報の生成とその流通の過程を考察することで，どのようなアクターが存在し，それぞれの段階でどのような情
報を生成しているのかについて，理論的枠組みを提示することができた。日本酒の開発から消費までの間では，
生産の現場で生産情報が生成されていた。それが商社や問屋に引き渡され，そこで分類情報が生成されていた。
分類情報を基に，最終的な消費の現場であるレストランや小売店で，適合情報が生成されていた。これらの３つ
の情報(3M information)の生成が，それぞれの現場でおこなわれていた。

研究成果の概要（英文）：This study shows that process of production and distribution of information 
from R&D to consumption of Japanese sake is important when we understand globalization of Japanese 
sake. This study clarifies all actors related to globalization of Japanese sake and theoretical 
framework of what kind of information each actor produces in each stage. Manufacturing companies 
produce not only Japanese sake itself but also a variety of Manufacturing information. Trading 
companies get the information and produce Mapping information in order to classify many kinds of 
Japanese sake. Restaurants or retail stores produce Matching information based on Mapping 
information in order to add extra value on Japanese sake. Those three kinds of information (3M 
information) are produces in each actor. 

研究分野： 人的資源管理論、国際社会学

キーワード： 日本酒　グローバル展開　海外生産　情報の流通
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１．研究開始当初の背景 
近年、日本酒が海外において注目を集めて

いる。ワインやビール、ウイスキーは世界中
で消費されているが、日本酒のグローバル化
は、他のアルコール飲料に比べて遅れていた。
しかし、日本国内での消費は右肩下がりであ
るなかで、近年の日本食ブームとともに、
徐々に世界各地で普及し、日本以外の世界の
消費量はこの 10 年間で２倍以上に増加して
いる。 
そこで、本研究では、「なぜ、これまで日

本酒の海外消費が急増したのか？そして、い
かにして更なるグローバル化が可能となる
のか？」をメインの問いとして掲げ、それら
を説明するフレームワークを提示すること
を目的とした。 
この課題を解くためには、マーケティング

の観点から言えば、いかに広告宣伝をして、
消費者に製品を認知させるかという点が重
要となるが、日本酒を嗜好品としての「文化
製品（cultural product）」として捉えると、
海外での日本酒の消費の文化や日本酒の受
け入れられ方を理解する必要が出てくる。 
さらには、日本酒が「文化製品」であるこ

とから、どこでどのようにつくるかという
「ものづくり」の観点を入れ込むことが重要
となる。販売先国の人たちに合う味を開発す
る必要がどの程度あるのか、現地の人たちに
あう味覚とはいかなるものなのか。また、海
外での製造は、どこまで可能なのかを分析視
点に入れ込むことで、単なる海外への日本酒
販売という枠を超えた、開発から製造・マー
ケティング・販売までの全体を見渡すことが
可能となる統合的なフレームワークを導き
出すことが可能となる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、これまで日本酒の海外消
費が急増してきた現象を、「文化」、「マーケ
ティング」、「ものづくり」の３つの観点から
統合的なフレームワークを導き出し、今後、
いかにして、日本酒の更なるグローバル展開
が可能となるのかに関する示唆を与える研
究成果を挙げることである。 
これまでの研究では、マーケティングの分

野に重きが置かれて日本酒の海外展開が議
論されてきたが、日本酒が嗜好品としての
“文化製品（cultural product）”であること
を考慮すると、「文化」と、どこでいかに作
るかという「ものづくり」の視点を入れた統
合的視点から捉える必要がある。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、日本酒の酒造会社、輸出商社、
海外の販売代理店、レストラン・小売店への
フィールドワークを中心におこない、日本酒
の海外展開に関する全体像を把握した。具体
的には、国内では新潟県内の酒造会社を中心
に、多くの酒蔵で輸出の取り組みをヒアリン
グした。さらに、日系の輸出商社からもヒア

リングをおこない、日本酒の輸出に際して商
社の担う役割を明らかにした。また、日本酒
の主要な消費市場である日本、アメリカ、韓
国、台湾、香港では、現地のレストラン、小
売店で消費実態の調査をおこなった。さらに、
日本酒が生産されている米国・台湾・韓国で
は、生産工場を訪問し、どのように日本酒の
生産がおこなわれているのか、その実態把握
に努めた。 
 
４．研究成果 
 本研究では，日本酒の開発，生産から販売
そして消費までの間でおこなわれる一連の
情報の生成とその流通の過程が、日本酒の海
外展開を考えた場合に、重要であることが見
えてきた。 
日本酒の開発・生産・販売・消費までの間

では，生産の現場でモノとしての日本酒と同
時 に ， 様 々 な 生 産 情 報 (Manufacturing 
information)が生成されていた。ここでは，
日本酒の生産に関する情報が生成され発信
される。生産情報は，各銘柄の瓶に張られた
ラベルやパッケージ，各酒造会社のホームペ
ージやパンフレットで公開される。たとえば，
新潟県の「根知男山」の銘柄で知られる合名
会社渡辺酒造店のホームページが特徴的で
ある。会社概要のページに「会社の歴史」，「生
産地の概要」，「生産体制」，「使用する酒米」，
「仕込み水」という生産に関する基本的な情
報が日本語と英語の二言語で併記されてい
る。さらには，稲刈りの写真を掲載し，根知
男山に使用されている酒米が自社栽培の越
淡麗であることが視覚的にわかるようにな
っている。また，銘柄の紹介ページには，渡
辺酒造店が取り扱う各酒造銘柄の生産に関
する情報，具体的には使用される「原料米」，
「酒母」，「酵母」，「日本酒度」，「酸度」，「ア
ミノ酸度」，「アルコール度」が記載され，そ
れぞれの銘柄についての特徴が簡潔にまと
められている。 
それが商社や問屋に引き渡され，そこで異

なる企業間や同一メーカーの異なる銘柄を
比較できる判断軸として分類情報(Mapping 
information)が生成されていた。商社や問屋
は自社の品揃えの商品の特徴を次に販売す
る小売店やレストラン，消費者などに伝え，
適切な商品を選択してもらう必要があるか
らである。そうした，商業上の必要性から分
類情報が生成されることとなる。分類情報は，
各酒造会社の生産情報を整理する比較軸と
いう側面が強い。どのような軸から整理する
かは，各社異なる。企業によって，それぞれ
が持つ品揃えの方向性が異なり，その品揃え
とリンクする形で分類情報が生成されるた
め，これらが分類情報の多様性を生み出す。
たとえば，新潟県の酒造会社 11 社の銘柄を
取り扱い，米国への輸出業務をおこなう日本
酒専門商社の SENA では，取り扱い酒造会社
11 社の 29 アイテムについて，生産情報を比
較可能な形で纏めた銘柄ごとのリストを作



成している。その作成リストには，それぞれ
の酒蔵の基本情報も載せており，どのような
生産地で製造されているのかが簡単に紹介
してある。さらに，SENA では，各社のそれぞ
れの銘柄について，“Shelftalker” という
小売店やレストランでの販売の助けとなる
商品宣伝となるPOPの作成もおこなっている。
この“Shelftalker” には，「酒造会社の立
地」，「酒造会社の概要（社名の由来，設立年
など）」「純米大吟醸であることの解説」，「ア
ルコール度数」，「日本酒度」，「官能評価」と
いう比較軸が分類情報として掲載されてい
る。このように，情報生成の第二段階として，
商社や販売代理店で多くの酒造会社や銘柄
を分類するための情報が作成されることに
なる。商社や販売代理店は，複数の酒造会社
の複数の銘柄を取り扱うことになる。例えば，
先程取り上げたSEANAでは新潟の酒造会社11
社のお酒を扱い，個々の酒造会社から複数の
銘柄の日本酒を取り扱う。そうなると取り扱
い銘柄数の総数は取り扱い酒造数を大幅に
上回る。単に「新潟の日本酒は淡麗である」
とか，「新潟の日本酒は旨口である」といっ
たような表現では，複数の銘柄間の味の違い
が理解されない。レストランにしても，小売
店にしても自社の取り扱い製品についての
正確な情報を得て，最終消費者に売ることが
望ましいし，そうしないと最終消費者への販
売は難しくなる。最終消費者への販売を助け
るために日本酒の個々の違いを分類できる
ようにするための分類情報を作成すること
になる。このように，分類情報は，卸売，商
社，販売代理店などが商品の販売量を増やし
たいという自社のイニシアチブだけではな
く，これらのアクターから購入する小売店や
消費者からの圧力により，生成されることに
なる。 
分類情報を基に，最終的な消費の現場であ

るレストランや家庭で，他のどのような製品
と組み合わせると日本酒の価値が増大する
の か に 関 す る 適 合 情 報 (Matching 
information)が生成されていた。適合情報は，
日本酒を消費するに当たって，他の商品とど
のように組み合わせると最適な消費が可能
となるかについての情報である。日本酒は，
食事とともに消費されるものであるため，食
事との組み合わせが主な適合情報である。た
とえば，米国サンフランシスコのある日本食
レストランでは，寿司懐石のコースに合わせ
る日本酒のペアリングメニューを作成して
いる。懐石コースの「先鮨」から「締鮨」ま
での複数のコース料理の一つ一つのメニュ
ーに合わせた日本酒を提供している。各料理
との相性を考えて，それに合う日本酒を提供
しているのである。レストランという消費の
現場において，料理との組み合わせを考えて，
日本酒を選ぶ。レストランではこうした適合
情報を生成し，それをメニューとして消費者
に提供しているのである。また，この適合情
報は，酒造会社や商社・販売代理店がレスト

ランと共同で作成されていくこともしばし
ば起きている。たとえば，山口県の獺祭の銘
柄で知られる旭酒造では，世界的な料理人で
あるジュエル・ロブション氏と共同してフラ
ンス・パリに獺祭が飲めるレストラン，バー，
ショップやカフェなどからなる複合店舗を
開店する。ロブション氏は，日本酒とフレン
チの相性の良さを証明すると意気込んでい
るという 。これは，酒造会社とレストラン
が直接タッグを組んで適合情報を生成する
取り組みと理解することができる。 
さらに，適合情報を酒造会社単独で積極的

に情報発信する例も見られる。例えば，新潟
県の塩川酒造では，日本酒のラベルに適合情
報となる要素を入れ込むことで，酒造会社が
消費現場における適合情報を生成している。
たとえば，COWBOY YAMAHAI のラベルには牛の
模様が印刷され，FISHERMAN SOKUJO のラベル
には蟹の模様が印刷されている。このラベル
を見れば，前者は肉系の料理に，後者は海鮮
系の料理に適合することが一目瞭然となっ
ている。その他にも，卸や商社，代理店が単
独で適合情報を生成するケースもある。既出
のアメリカへの輸出商社である SEANA は，そ
れぞれの銘柄の解説シートを作成し，その中
に “Food Paring” という項目を設け，具
体的な食事とのマッチングに関する情報を
載せている。これは，商社が食事とのマッチ
ングを考え，消費現場における適合情報を生
成しているケースと言える。このように適合
情報は，最終消費者に対して，日本酒をどの
製品と組み合わせると価値が増大するかに
ついての情報を提供している。この適合情報
に関しては，外部機関がその情報を積極的に
生成・発信する場合もある。例えば，日本酒
と同じ醸造酒であるワイン発祥のフランス
には，“ソムリエ”というワインに関する高
度な専門知識をもつ国家資格者が多数存在
し，料理に合わせてワインを選択する。日本
酒の場合には，レストランや小売の現地の日
本酒担当者やバイヤーが日本酒と食事との
組み合わせを学習している段階である。東京
文京区にある「日本酒サービス研究会・酒匠
研究会連合会（SSI）」は，日本酒のソムリエ
「利き酒師」の育成とその認定を独自におこ
なっている。1991 年に設立された団体で，
2009 年には「SSI インターナショナル（SSI 
INT’L）」を立ち上げ，「国際唎酒師」の認定
制度を新たに開設し，外国人に対する唎酒師
の認定試験を実施している。さらに，適合情
報は消費者が生成・発信する場合もある。先
進的な消費者は書籍で発表したり，インター
ネットで情報を発信する。また，先進的な消
費者は，レストランを開業したり，新しい種
類の日本酒を開発する場合もある。 
ここで紹介したものは，日本酒と料理との

組み合わせという適合情報であったが，それ
以外にも，食器との組み合わせ ，消費空間
との組み合わせ なども適合情報となりうる。 
このように，適合情報は多様な主体が生



成・発信しうるものである。ただし，これら
の情報は必ずしもすべて消費者に伝わると
は限らない。消費者に適切に伝わらなければ，
これらの情報は全く消費されず，価値を生み
出すことはない。最終的な適合情報はいかに
消費者まで伝わるかを考えなければ，その価
値を生み出すことはないのである。そうした
意味で，レストランや小売店など，消費者が
直接接点を持つ場所での情報の流通の重要
性が指摘できる。 
これらの３つの情報(3M information)の生

成が，それぞれの現場でおこなわれていた。
適合情報については，消費現場で画一的にお
こなわれるのではなく，生産の現場が生成し
ていたり，酒造メーカーとレストランが共同
して適合情報を生成していたり，様々なパタ
ーンでその情報の生成がおこなわれていた。
それぞれの情報は，各段階の現場で生成され
ながら，モノとしての日本酒に情報が付加さ
れながら，最終的な消費者との接点であるレ
ストランや小売の現場に向かって進んでい
く。この情報の生成と伝播が淀みなく流れる
ことで，消費者にとっての意味的価値に繋が
っていく。 
延岡（2011）は，消費者は意味的価値の高

い製品を待っており，価値の高い製品づくり
のためには，機能的価値を基盤として，意味
的価値を創りだすことであるという。機能的
価値であるアルコール飲料としての機能を
土台にして，そこに様々な情報を生成・付加
して，消費現場に淀みなく届けることで，消
費者は意味的価値を享受する事ができる。嗜
好性の高い文化製品である日本酒の場合，こ
の意味的価値を創造し，消費者に届けること
で，「嗜好性が高いこと」，そして「文化製品
であること」の強みを最大限に発揮すること
が可能となる 。既に世界中で消費されるよ
うになってきている嗜好性の高い文化製品
としてのワインを考えてみると，ワインの消
費者は，単に葡萄から醸造されたアルコール
（液体）のみを消費しているのではなく，そ
こに付加された情報を消費することで，ワイ
ンは単なる機能的価値を大きく超えた意味
的価値をもった製品として確立していると
言える。 
ただし，消費者が意味的価値を享受するた

めには，日本酒の情報に関する消費者の基本
的な学習が必要となる。嗜好性の高い文化製
品である日本酒の場合には，国内市場であれ
ば消費者の多くが日本人で，日本酒は古くか
ら日本の伝統的なアルコール飲料として存
在し，日本酒の情報に関しては広く普及して
きたため，学習はそれほど必要ではないかも
しれない。しかし，市場が拡大している海外
市場では，日本酒に関する基礎的な情報が普
及していないため，基礎的な情報を学習する
ことから行わなければならない。そういった
市場の場合には，3M 情報以前に日本酒に関す
る学習が必要となる。例えば，新潟県酒造組
合は，2013 年から香港で現地小売店のバイヤ

ーやレストラン関係者を招いて事業商談会
をおこない，併せて現地の香港人を対象にし
た「香港ミニ酒の陣」を展開している。この
新潟県酒造組合による一連の香港でのＢｔ
ｏＢ事業であるビジネス商談会，そしてＢｔ
ｏＣ事業である「香港ミニ酒の陣」と同時に，
香港の酒販店の日本酒関係者や小売店のバ
イヤー，さらにはレストラン関係者を対象に
した「日本酒講座」を開講し，新潟清酒の特
徴・魅力から，官能評価に至るまでの多岐の
内容が香港人の酒侍や新潟県醸造試験場の
場長から解説がおこなわれ，この講座の受講
者には，新潟県酒造組合が発行する英語によ
る「受講証(Certificate of Completion)」
が授与され，現地の消費現場の人々への日本
酒の学習活動がおこなわれている。 
本研究では，物理的なモノに付加される情

報の生成と流通について，嗜好性の高い文化
製品である日本酒を事例に研究をおこなっ
てきたが，今日，国内市場では若い世代や女
性をターゲットとした日本酒の開発が積極
的に進められている 。例えば，スパークリ
ングの日本酒やアルコール度数の低い日本
酒などはその代表例である。また，海外市場
も拡大してきているなかで，日本酒を機能的
な価値をもった製品として捉えるのではな
く，意味的価値をもった製品として市場に流
通させることで，嗜好性の高い文化製品とし
ての価値を一層引き立たせることができる
であろう。また，それが市場の拡大につなが
ることになると考えられる。 
本研究は，意味的価値を市場に創出するた

めの基本的な枠組みを情報の生成と流通の
観点から提示してきた。日本酒の国内市場が
伸び悩むなか，海外市場が拡大しているが，
海外市場はもとより，国内市場が今後より一
層盛り上がるためには，情報の生成と流通の
観点から，日本酒の消費を捉え直してみるこ
とは意義のあることである。 
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